
広島県危機管理監

新たな防災対策の構築に 
向けた検証

平成 30 年７月豪雨災害を振り
返ると、これまで整備してきた砂
防ダムにより、土石流や流木が捕
捉され、下流の被害が防止・軽
減されるなど、一定の効果は果た

したものの、設計上、前提として
いる水準以上の土石流がダムを
乗り越えたり、土砂災害警戒区
域の指定範囲を越えて流下したり
した箇所もありました。これまで、
行政が取り組んできた「ハードに
よる対策」や「周知を徹底する」
ということだけでは、対応しきれ
ないことが改めて明らかとなった
といえます。

今後の防災対策としては、ハー
ド整備を引き続き着実に進める
一方で、土石流や河川氾濫など、
災害が 発 生する前に、 県 民 の 
皆様に「災害から命を守るための 
行動」を確実にとっていただく 
ために必要な対策を講じていく 

ことが非常に重要になります。
このため、今回の豪雨災害に

よる「県の初動・応急対応の検証」 
や「 住 民 の 避 難 行 動 の 調 査・ 
研究」を行い、今後の大規模災
害に備えるために、新たな防災
対策の構築に取り組んでいます。

（１）県の初動・応急対応の検証
今回の災害は、本県にとって

戦後最大級の大規模災害であり、
かつ、広域にわたって同時多発
的に生じた災害でした。こうした、
これまでに経験したことのない
災害に対する本県の初動・応急
対応について、市町や応援をい
ただいた国・他の自治体、防災
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災害の教訓を防災に活かす
被災自治体の取組み

災害発生前の「命を守る行動」につなげる



北海道総務部危機対策局危機対策課

関係機関などの協力も得ながら、 
当時の対応 状 況や課 題、改善
の方向性を検証結果としてとり 
まとめました。

また、今後、同様の大規模か
つ同時多発的な災害が発生した
場合に、適切な初動・応急対応
が実施できるよう、検証結果を踏
まえ、災害発生前から県災害対
策本部廃止までの期間、県がとる
べき行動や対応に当たっての注意 
点等を「事前行動計画」として 
整理しました。

今後は、本県の防災体制の着

実な向上を図るため、検証結果
で整理した改善の方向性に係る
取組の進捗状況を継続的に確認
することとしています。

（２）県民の避難行動の調査・研究
すべての県民の皆様に命を守

るための行動を確実にとってい
ただけるよう、この度の災害にお
いて、早めの避難を判断した人、 
逆に避難行動をとらなかった人、
あるいはとれなかった人など、発災 
当時の状況や判断のきっかけと
理由、実際の行動などを調査し、

避難に関する意思決定の構造な
どを防災や行動科学などの有識
者で構成する研究チームによる 
詳細な分析を行い、どのような 
要素が早めの行動につながるの
かを導き出し、より効果の高い 
被害防止策の一日も早い構築に
取り組んでまいります。

 北海道の災害検証について

平成３０年９月６日未明に発生 
した 北 海 道 胆 振 東 部 地 震は、 
北海道ではかつて経験したことの
ない最大震度７を記録し、大規模 
な土砂災害や家屋の倒壊などに 
より多くの 尊 い 命 が 失われる 
など、甚大な被害が生じたほか、
道内全域での大規模停電（ブラッ
クアウト）や断水などのライフ 
ラインの寸断により、道内の暮らし 
や経済社会活動に大きな影響を
及ぼしました。

道 で は、 平 成２６年３月に 
改 正した北海 道防災 対 策基 本 
条例に基づき、大規模な災害が
発生した場合、市町村及び防災
関係機関の協力を得て、当該災害 
に対して 講じた災害 対 策 等に 

ついて、学識経験者や防災関係
機関から構成する検証委員会を
設置し、検証を行うこととして 
おります。平成２８年の台風等 
大雨災害に続き、今回は２回目
の検証を行いました。

検証委員会は平成３０年１１
月に設置され、関係機関からの 
報告や防災関係機関の活動状況
の把握、更には震源に近く被害が 
大 き か った 厚 真 町、 安 平 町、 
むかわ町の住民や町職員の方への 
ヒアリングなどを行い、約６か月に 
わたって議論を重ね、１５の検証
項目（①情報収集・通信 ②避難 
行 動 ③ 避 難 所 運 営・ 支 援  
④物資及び資機材の供給備蓄・
支援 ⑤災害対策本部の体制と 
活動 ⑥救助救出・災害派遣要請 
⑦医療活動 ⑧広報・情報提供 

⑨ライフライン ⑩交通 ⑪孤立地
区 ⑫ボランティア ⑬被災市町村 
の 行 政 機 能 ⑭ 積 雪 寒 冷 期 等  
⑮防災教育）について、令和元年 
5 月に８９個 の 改 善 策 が 提 言 
されました。

検証の結果

提言のポイントは、「これまで
に経験したことのない大地震と 
道内全 域に及ぶ大 規模停電に
よる災害を教 訓として、 行 政・ 
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検証委員会の開催

広島県ホームページで検証結果等を
公表しています。
https://www.pref.
hiroshima.lg.jp/
soshiki/4/syodou-
kensyo.html

積雪寒冷期の停電と地震に備えた防災推進



岐阜県危機管理部防災課

関 係 機 関 による緊 密 な 連 携・ 
情 報 共有ができる体 制の構 築 
と、道 民 に よる自 助 と 共 助 と 
いう防 災・減 災 対 策の 基 本に 
立った、 防 災に 関 する知 識 の 
習 得 や 生 活 必 需 品 等 の 備 蓄、 
防災訓練への参加などの平常時
からの備えが一層求められる」
ということであり、加えて「積雪 
寒 冷という本 道 の 最も厳しい 
環境下において、大規模な地震
や停電が発生した場合を想定し、
防災・減災対策をすべき」という
ものです。

道では、こうした検証結果を
地域防災計画に反映するととも
に、防災関係機関との連携を強
化しながら防災訓練や防災教育
などを推進し、地域防災力の強
化に努めていきます。

「清流の国」岐阜県では、古来、
県内をあまねく流れる清流がもたら
した自然、歴史、伝統、文化、産業
の恵みを享受する一方、水害との
闘いの歴史を繰り広げてきました。

平成３０年７月豪雨では、岐阜
県内においても、県内３地点で 
降り始めからの雨量が１, ０００ 

ミリを超え、県内全３２のアメダス 
観 測 地点のうち１６地点で７２ 
時間雨量が観測史上１位を記録、
県内初となる大雨特別警報が１６
市町村で発表されるなど、記録
的な豪雨となりました。

長良川をはじめとする大河川 
で は、こ れ ま で の 治 山・治 水 

事業の効果もあり、辛うじて氾濫
は免れたものの、関市の津保川
をはじめとする中小河川の氾濫 
により、死者１名、重傷者２名、
軽傷者１名、住家の全壊１２棟、
半 壊２３６棟、 一 部 損 壊７棟、 
床上浸水７２棟、床下浸水４２０棟 
などの被害が発生しました。

10 ぼうさい    令和元年　夏号  （第 95号）

北海道ホームページで検証結果等を
公表しています。

http://www.pref. 
hokkaido.lg.jp/ 
sm/ktk/ 
saigaikenshouH30.htm

出典：平成 30 年北海道胆振東部地震災害検証報告書
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道民の皆様や行政・関係機関へ特にお伝えすべき取組 

自助と共助の
意識徹底

近隣住民や地域の
人たちが互いに 協力
し、助け合う

自助と共助の意識を 
徹底するための支援

防災・災害対策の 
強化に向けた対応

•	高齢者等の避難行動要支援
者が適切な避難行動をとる
ことができるように、町内
会や自治会など地域住民が
相互に連携し支援
•	住民が主体となった避難所
の運営体制の構築
•	自主防災組織の防災活動を
通じた地域防災力の強化

•	災害から命を守るための	
事前の備えや身を守る行動
（避難）など「自助」の意識
の醸成
•	自分は大丈夫という	
思い込み（正常性バイアス）
の払拭
•	最低３日間、できれば１週間
分の食料、飲料水、生活	
必需品の備蓄や非常用電源
の確保

•	行政や関係機関相互の連携強化による情報集約や情報共有の	
徹底、応援・受援体制の充実
•	L ｱﾗｰﾄのお知らせ欄やＳＮＳを活用した正確な情報発信や多言語
での情報提供
•	行政機関等の重要施設における非常用電源設備の整備や燃料の
確保、耐震化の促進
•	職員等の防災意識や災害対応能力の向上のための研修や実践的
な訓練の実施

•	住民参加型の実践的な避難所運営訓練や地域の災害特性や	
災害リスクに応じた効果的な防災訓練の実施
•	厳冬期の大規模災害を想定した防災訓練の実施や防災教育の	
推進
•	研修会や講習会、学校教育の場などあらゆる機会を活用した	
防災教育の推進
•	大地震やブラックアウトの経験を忘れることなく「災害教訓」	
として伝承

行政（道・市町村・国）と関係機関による支援や対応

自分や家族の身
は自分たちで守る

地域の防災力
の向上

オール岐阜県で災害対応力を向上



災害の検証

岐阜県では、平成３０年７月 
豪雨災害検証委員会を設置し、
中小河川氾濫への備えをはじめ、
浮き彫りとなった課 題に対して 
万全の対策を講じ、市町村、県民 
と一体となってオール岐阜県で 
災害 対 応力を向 上させ ていく 
ため、１６項目について検証を 
行い、平成 30 年 8 月に対応策
を取りまとめました。

検証結果を踏まえた主な 
取組み

以下、検証結果を踏まえた対応
策として実施している事業のうち、
代表的なものをご紹介します。

①実効性のある避難対策の推進
住 民 が 自らの災 害リスクを 

我 が 事として 認 識し、 災害 の 
状況に応じ、最適な避難行動に 
つなげるための取 組みとして、
ワークショップ形式で、地域住
民一人ひとりが避難のタイミング

や 避 難 先・経 路 等、 災害から 
命を守る手順について話し合い、 
その内容を一目で分かるように 
した「災害・避 難カード」作成 
事業を全県的に展開することと 
しています。

また、 住 民 が 災 害リスクを 
認識するために不可欠な警報・
注意報等について、多様な地形・ 
気 象 特 性 を 有 す る 市 町 村 に 
お いては、 市 町 村 単 位 よりも 
細分化したエリア単位で発表する
よう、昨年度、気象庁へ要望を 
実 施し、 具体 的な検 討 作 業を 
進めています。

②中小河川における水害時避難
対策
中小河川の災害リスクを住民

に分かりやすく「見える化」する 
ため、 令 和 元 年 5 月に家 屋 浸
水 が 想 定される全ての県管 理 
河川に係る「水害危険 情 報図」
を公開したほか、引き続き危機 
管 理 型 水 位 計 の 設 置を 進 め、 
避 難 判 断 の 参 考となる水位を 

設定することとしています。

③住民へのきめ細かな避難情報
体制の構築
迅 速かつ確 実に住 民に避 難 

情報や避難所情報を届けるため、
県域全体を放送エリアとする放送
局やケーブルテレビ・コミュニティ 
ＦＭと連 携し、 災害 時、 住 民 
避難につながるきめ細かな放送を
実施することとし、昨年来、放送 
局との意 見 交 換や、 放 送 要 請 
訓練を進めています。

また、令和元年 6 月に住民や 
放送局へ避難所情報を発信する
ため、県被害情報集約システム
を改修したほか、避難情報等の多
言語化、ＳＮＳとの連携を図るため 
の県総合防災ポータルサイトの 
改修を実施することとしています。
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岐阜県ホームページで検証結果等を
公表しています。

https://www.pref.gifu.lg.jp/
kurashi/bosai/
shizen-saigai/11115/
h3007saigaikensyo.
html

災害・避難カード ワークショップの様子関市上之保地区　浸水害状況



総務省情報流通行政局地域通信振興課

1 Ｌアラートとは

Ｌアラートは、地方公共団体や 

ライフライン事業者等の「情報発信

者」が発出した避難指示や避難勧

告といった災害関連情報をはじめと

する公共情報を、放送局やアプリ事

業者等の「情報伝達者」である多様

なメディアに対して一斉送信するこ

とで、災害関連情報等の迅速かつ

効率的な住民への伝達を可能とする

共通基盤です（図１）。

Ｌアラートから取得された情 報

は、情 報 伝 達 者が 取材 源の一つ

として各 種 報 道 で 利 用するほか、 

データ放送、Ｌ字画面等での利用、

その他ポータルサイト、スマートフォン

アプリ、デジタルサイネージといった

多様なメディアで利用されています。

2 Ｌアラートの普及

Ｌアラートは、 平 成 23 年６月

の運用開始以降、着実にその情報 

発信者・伝達者や扱う情報を増や 

しており、平成 31 年４月に福岡県が 

運用を開始したことで、全国の地方

公共団体からの情報発信が可能と

なりました。

また、昨年（平成 30 年）は、各地 

で大きな災害が多発しましたが、Ｌ

アラートは、多数の災害情報の配信 

に活用されました。例えば、平成30年 

７月豪雨では、全国で１万５千 件 

以上の情報の配信が行われました。

また、避難指示や避難所開設情報

のほか、災害に関する各種お知らせ、

通信、ガスといったライフライン等

の情報も配信されています。

このように、Ｌアラートは災害

時の情報伝達に不可欠なプラット

フォームとして一定の役割を担うよう

になっています。

3 検討会報告書を 
踏まえた今後の取組み

こうした状況を踏まえ、総 務省

では、Ｌアラートの現状を概括し、

目指 すべき情 報インフラとしての 

姿を改めて検討することを目的と 

して、平成 30 年７月から「今後の 

Ｌアラートの 在り方 検 討 会 」 を 

開催し、同年 12 月に報告書を取り

まとめました（図２）。

本報告書では、第１章でＬアラート 

の経緯と現状に触れた上で、第２

章で今後のＬアラートの普及・発展

のための課題として、（１）地方公共

団体からの情報発信の拡充やライ

フライン情報等の発信の推進など 

Ｌアラートへ発信する情報の多様化、

（２）スマートフォン等での利用の促進 

やＬアラート情報の地図化の推進な

どＬアラート情報の利用の多様化・

高度化、（３）災害関連情報の正確性・

迅速性の向上や安定的・持続的な 

運用基盤の確保などＬアラートの持続 

的運用等について指摘しています。
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図１　Ｌアラートの概要

災害情報の配信を支えるＬアラート



なお、Ｌアラート情報の地図化 

とは、現在、テキストの情報として 

配信されている避難難指示等の情報

を地図で表示できるよう、Ｌアラート 

を介して提供するものです。例えば、 

位 置 情 報 の 利 用 可 能 なスマート 

フォン上で自らの位置情 報と連 動 

する形で地図化されたＬアラート 

情 報を表 示することができれば、 

地域住民や外国人旅行者等が自らに 

必 要な情 報を視 覚 的に把 握 可能 

となります。Ｌアラート情報の地図

化については、平成 30 年度で実証

が完了し、今後、全国的な普及が 

期待されています（図３）。

また、報告書の第３章では、今後 

のＬアラートが、「簡素・便利で持続

的なプラットフォーム」を目指して 

いくことを今後の発展の方向性とし、 

関係府省庁や関係団体との連携、

地 域における連 携を図りながら、 

必要な取組みを行っていくべきこと

を指摘しています（図４）。

総務省では、本報告書を踏まえ、

Ｌアラートの一層の普及・発展を 

推進していくこととしています。
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運用主体（ＦＭＭＣ）

・持続的・安定的なサービスの提供

・具体的なサービス提供のための
ルール等の策定

・必要な技術フォーマット等の策定 等

総務省

・マクロな方向性の展望・総合的な調整

・新たな機能拡充等に向けた調査・実証

・普及推進活動 等 地域における連携

以下の参加主体間で
地域における課題の
共有・連携強化

・地方公共団体

・ライフライン事業者

・地域のメディア

・その他関係機関 等

今後も必要に応じ、検討会等を開催

Ｌアラート運営諮問委員会等

関係府省庁・関係
団体等との連携

Ｌアラートを利用する関係
府省庁、その他Ｌアラート
の利用に関わる関係府
省庁との間での意見交換、
情報交換等の場の設置
を検討。関係団体等の間
でも連携を推進。

Ｌアラート関係府省庁等
連絡会（平成３１年３月発足）等

地域連絡会等

支援・連携

※ なお、安定的・持続的な運用基盤の確保のためのＬアラートの運用に関する費用負担の内容や方法については、Ｌアラート運営諮問委員会等で
関係者からも十分に意見を聞いていくとともに、地域連絡会等の場も活用し、総務省とＦＭＭＣにおいて、方針をまとめていくことが必要。

ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙｷｬｽﾄ(株)

ﾌｧｰｽﾄﾒﾃﾞｨｱ 株② テレビ

① スマートフォン

地図上で表示

※平成 年度実証実験のもの

地図上で表示

（色分けの例）
赤：避難指示
橙：避難勧告
黄：避難準備

従来のＬアラート：テキスト情報を配信 Ｌアラート情報の地図化による配信（イメージ）

① スマートフォン

② テレビ

自己の位置情報を表示
することも可能

ｓ危険度に応じた発令区
分の色分け表示も可能

ヤフー（株）

今後のＬアラートの在り方検討会

Ｌアラートは、全国的な普及が進み、災害情報インフラとして一定の役割を担うようになってきたことから、その現状を概括し、

今後の在り方に関し、発信情報の多様化、情報伝達手段の高度化・多様化、持続的運用等の課題を検討するため、総務省で

は平成 年７月から検討会を開催し、同年 月に報告書を取りまとめ。（座長：山下 徹 株 ＮＴＴデータシニアアドバイザー）

報告書の骨子

（１） Ｌアラートへ発信する情報の多様化
○ 地方公共団体からの災害関連情報の発信 （発信情報の多様化など発信体制の向上、市町村における認知の向上等）
○ ライフライン情報等の発信の推進 （電力・水道等の情報発信、河川情報の発信、道路情報・交通情報等の取扱い等）

（２） Ｌアラート情報の利用の多様化・高度化
○ スマートフォン等での利用の促進 （スマートフォンアプリ、デジタルサイネージ、カーナビ等での利用の促進等）
○ 情報伝達者以外への利用の拡大 （住民等に情報を伝達するメディアのみならず、企業・公的機関等にも利用を拡大）
○ Ｌアラート情報の地図化の推進 （災害関連情報の視覚的把握が可能になるものであり、標準仕様の策定等が必要）

（３） Ｌアラートの持続的運用等
○ 災害関連情報の正確性・迅速性の向上 （情報を発信する防災情報システムの機能向上、事前の体制の整備・強化）
○ 安定的・持続的な運用基盤の確保 （Ｌアラートの運営に要する費用を、利用者により負担していく考え方に転換）

第１章 Ｌアラートの経緯と現状
○ 平成 年の総務省研究会報告を踏まえ、実証実験後、平成 年から が本運用を開始。平成 年度当初に福岡県が
運用開始すると全国の市町村からの発信体制が整備。Ｌアラートの情報は放送を中心に多様なメディアで利用が進展。

○ 平成 年熊本地震や本年度の大規模災害でも、避難勧告・指示、避難所開設情報等の多くの情報を配信。

第３章 今後のＬアラートの普及・発展に向けて
○ 今後のＬアラートの発展の方向性としては、「簡素・便利で持続的なプラットフォーム」を目指すべき。
○ 総務省と運用主体（ＦＭＭＣ）は、関係府省庁・関係団体等との連携や地域における連携を図り、必要な取組を推進すべき。

第２章 今後のＬアラートの普及・発展のための課題
【主な課題】

図４　今後のＬアラートの普及・発展に向けた関係者に期待される役割

図３　Ｌアラート情報の地図化の推進

図２　今後のＬアラートの在り方検討会の概要



国土交通省水管理・国土保全局河川計画課河川情報企画室

国土交通省は２０１８年秋に
「住民自らの行動に結びつく水害・
土砂災害ハザード・リスク情 報
共有プロジェクト（ＲＩＳＰ ; Risk 
Information Sharing Project）」
を立ち上げ、災害を“わがこと”
として受け止めてもらうために、
行政とメディアが連携し、住民
の“逃げ遅れ”を防ぐ取組みを 
議 論 の上で、 具体 的な 行 動を 
開始しました。

1 実行部隊による作戦 
会議

災害時に情報を住民に伝える
役割を果たしているのが、マスメ
ディアや、近年、緊急時に大き
な役割を果たすようになってきた
ネットメディアです。ＲＩＳＰでは、
実際に情報を伝える “実行部隊”
が集まり、災害時に、情報をうま
く伝えるための作戦を練りました。

まず、従来のブロードキャスト
型の情報では、住民は災害情報
を他人事のように感じてしまうと 

いうことが課題であることが分かり 
ました。このため、どのように 
個々へ情報を伝えるか、２つの 
アプローチから検討しました。

ひとつは個人カスタマイズ化 
です。 位置 情 報の活用や 個 人 
カスタマイズ 機 能 を提 供 する 
など、ネットメディアにある大量の 
情報の中から住民一人一人が必要 
な情報にたどり着けるようにし、
他人ではなく「あなたにとっての 
情報」を伝えます。

もうひとつはローカル化です。
例えば地元の人にしか分からない
地名を出すなど、ブロードキャスト、
ネットメディアともに情報提供先の
個人を意識して情報を伝えます。

このために、全３３施策を立案、 
メディアが 最 大 限 に 連 携して 
情報を伝えてくことをＲＩＳＰ参加
メンバーで確認しました。

2 シームレスな情報発信
で  “わがこと”に

ＲＩＳＰは、災害情報をあらゆる 
メディアから適時適切でシーム 
レスな情報の入手ができるように
することで、「受け身の個人」を 

「行動する個人」へ変え、住民の
避難を促すことを目指しています。

例えば、災害時に、行政の LINE 

や Twitter 等のＳＮＳ公式アカウン
トを通じて正確な情報を伝えます。

さらに、 視 覚 からも危 険を 
理解してもらうため、河川カメラ 
映像を配信することや、国土交
通省職員などの専門家がテレビ
に出演して解説を行うことによっ
て危険性を伝えます。

一方、テレビやケーブルテレビ
では、２次元バーコードを画面に 
出し、地域の詳細な情報をネットで 
確認してもらえるよう誘導します。
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（１）ＲＩＳＰロゴマーク

ＲＩＳＰロゴマーク

ＲＩＳＰ参加メンバー

＜マスメディア＞
日本放送協会（NHK）
一般社団法人日本民間放送連盟
一般社団法人日本ケーブルテレビ 
連盟
NPO 法人気象キャスターネット 
ワーク
エフエム東京
全国地方新聞社連合会
一般財団法人
道路交通情報通信システムセンター
＜ネットメディア＞
LINE 株式会社
Twitter Japan 株式会社
グーグル合同会社
ヤフー株式会社
NTT ドコモ株式会社
KDDI 株式会社
ソフトバンク株式会社

＜行政関連＞
一般財団法人
マルチメディア振興センター
新潟県見附市
常総市防災士連絡協議会
国土交通省水管理・国土保全局、 
道路局
気象庁

メディアの最大連携で避難促す



3
最後のひと押しで、 
心に訴える

アプリ通 知 機 能 などを利 用 
して河川情報などを入手し、離れ
て暮らす家族からの呼びかけで 
避難を“後押し”する「逃げなきゃ
コール」というキャンペーンを 
実施しています。

さらに、住民が避難を決心する
“最後のひと押し”として、携帯
電話の緊急速報メールが届いたら

「大変だ、逃げよう！」と感じて
もらえるよう、緊急速報メールの 
周知・活用も進めていきます。

こうした 人々を 動 か す 情 報 
伝達の取組みで、逃げ遅れによる 
犠牲者ゼロを目指します。

（参考）
情報共有プロジェクトＵＲＬ 

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/hazard_risk/
index.html
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（４）「逃げなきゃコール」キャンペーンポスター

受け身の個人 行動する個人へ
避難
決断

誘導
（二次元コード、共通
ハッシュタグ等）

個人
カスタマイズ

ブロード
キャスト型

従来

強化

公式アカウントで情報発信

気象・水害・土砂災害情報
Ａ：災害情報単純化プロジェクト 水害・土砂災害情報統合ポータルサイト、情報の「ワンフレーズ・マルチキャスト」の推進等

緊急速報メール 等

（緊急速報メールの配信文例の統一化 等）

ネット情報

プル型

避難インフルエンサー

Ｅ：災害情報メディア
連携プロジェクト

Ｆ：地域コミュニティ
避難促進プロジェクト

Ｃ：災害リアリティー伝達プロジェクト

専門家の解説切迫した
カメラ映像

防災コラボチャンネル（CATV☓ローカルFM）
新聞（ハザードマップ掲載等）

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト

Ｄ：災害時の意識転換
プロジェクト プッシュ型（気付き）

ＴＶ・ラジオ・ＣＡＴＶ等

防災マイ・ページ
マイ・タイムライン等

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト

（３）「受け身の個人」→「行動する個人」

「逃げなきゃコール」キャンペーンポスター

「受け身の個人」→「行動する個人」



国土地理院応用地理部地理情報処理課

写真
調書

申請書

平 成 30 年 7 月に起こった西 
日本の豪雨災害の際、多くの犠牲 
者を出した 広 島 県 坂 町にある 

「自然災害伝承碑」は、111 年前に 
起きた大 水害の 被害を後世に 
伝えるために建立されました。坂町 
では今回の災害時に避難勧告が
出されましたが、この石碑のある
地区の避難率は町全体の半分に
とどまりました。

石 碑 が 建 立され た 111 年 前
の当時は、水害に対する備えや 
適 切な避 難 行動 等、住 民の方
の防災意識が非常に高かったと 
考えられます。しかし、時代の経過 

とともに人々の記憶は薄れ、世代
を越えての記憶の継承が難しい 
ことは、 実 際 の 避 難 行 動から 
うかがい知ることができます。 

国土地理院では、過去の災害 
の 教 訓 伝 承 の 重 要 性を 鑑 み、 
地図・測量分野からの貢献として、
過去の自然災害の教訓を地域の
方々に分かりやすく伝えることで、
教訓を踏まえた的確な防災行動
につなげ、災害による被害を軽減
することを目指しています。

具体的には、全国各地に建立 
されている自然 災害 伝 承 碑 の 
位置や伝承内容を地方公共団体

と連携して収集し、本年 6 月から
国土地理院のウェブ地図「地理
院地図」で順次公開する取組み
を行います。
「地理院地図」から公開する 

自 然 災 害 伝 承 碑 の 情 報 は、 
①碑名、②災害名、③災害種別、
④ 建 立年、⑤ 所在地、⑥ 伝承 
内 容、 ⑦ 写 真 の７つから構 成 
されます。

伝承内容については、災害の
種類や範囲、被害の規模などを
100 字程度に要約した情報として
掲載する予定です。

2 万 5 千分 1 地形図においても、 
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自然災害伝承碑	
（水害碑：広島県坂町）

自然災害伝承碑の登録イメージ図

市区町村

防災担当部局等 地方測量部等

•	 伝承碑情報の	
調査

•	 各種申請様式
の作成

•	 管内自治体からの
情報とりまとめ

•	 情報のフィード
バック

フィードバック

国土地理院

新たに地図記号 「自然災害伝承碑：  」を制定し災害教訓の周知・普及に取り組む。

自然災害伝承碑の地図化で
災害教訓を普及



新 た な 地 図 記 号「 自 然 災 害 
伝 承 碑」 を本 年 9 月から順 次 
掲載していきます。新たな地図 
記号としては、平成 18 年の風車と 
老人ホーム以来、実に 13 年ぶり
の制定となります。

公 開 する自然 災害 伝 承 碑 の 
情報は、防災教育をはじめ、地域 
の防災力を高めるための様々な 
用 途 でご 活 用 い た だ け ま す。 
例えば、 ① 身近な災害履 歴を 
学ぶための学習教材として小中
学校などでの活用、②歩こう会
などの探訪コースを設定する際の 
目標物とすることで、参加者が 
地域を歩きながら自然と過去の
災害情報に触れる機会での利用、 
③ 自 然 災 害 伝 承 碑 の 情 報 を 
素材とし、児童生徒が現地調査 
をまじえた体験型での防災地図
の 作成などの活用方 法を想定 
しています。
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※自然災害伝承碑を示すアイコン

新たに追加

さらに写真をクリックすると伝承
内容や拡大写真が表示

アイコンをクリックすると
碑名や災害名が表示

身近な災害履歴を学ぶため
の学習教材として、小中学
校で活用いただく。

歩こう会などの探訪コースを
設定する際の目標物とするこ
とで、参加者が地域を歩きな
がら自然と過去の災害情報に
触れる機会を創出する。

自然災害伝承碑の情報などを
素材とした防災地図を、児童
生徒が現地調査を交えながら
作成する。

学校における
学習教材

地域探訪の
目標物 防災地図の素材

地理教育や防災教育
への貢献

防災に対する関心を
高めるきっかけ

児童生徒やそのまわりの
大人の防災意識向上
地理教育支援検討部会報告の資料をもとに作成

地理院地図での表示イメージ

「自然災害伝承碑」情報の利活用イメージ

http://www.gsi.go.jp/bousaichiri/denshouhi.html

～地方公共団体の皆様へのご協力のお願い～

「自然災害伝承碑」は、市区町村から寄せられた情報に基づいて整
備・公開します。貴市区町村管内に自然災害伝承碑が建立されており
ましたら、登録にご協力をお願い致します。自然災害伝承碑の詳しい
登録方法につきましては、以下のウェブサイトをご覧ください。




